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【講演要旨】 

海洋生物によって大気中の CO2 が取り込まれ、海に貯留された炭素のことを、2009 年

に国連環境計画（UNEP）は「ブルーカーボン」と名付けた。陸や海は、地球における炭

素の主要な貯蔵庫となっている。しかしながら、ブルーカーボンの総量やブルーカーボン

の貯留速度、あるいは浅海と大気との間の CO2ガスの出入りについては、まだ知見が限ら

れており、現在世界中で調査研究が精力的にすすめられている。 

陸と比較し浅海域が炭素貯蔵庫として重要なのは、海由来のブルーカーボンそして陸由

来のグリーンカーボンが海底堆積物中に長期間（数千年程度）に貯留される点である。こ

れは、海底堆積物が基本的に無酸素状態にあり、バクテリアによる有機炭素の分解が抑制

されるためである。 

また、浅海域を活用した気候変動対策は、現場での適用に際して、社会的な受け入れや

倫理面の障壁が小さくかつ低コストで持続可能な技術といった長所がある。気候変動の緩

和策には、工場などから排出される CO2を化学工業的に回収し貯留サイトへ輸送して封入

する CCSと呼ばれる技術や、藻類を大量に培養し燃料を作り出す工学的な技術がある。し

かしながら、これらの工学的な技術を現場で適用するうえで、コスト、製造・輸送過程に

おける CO2排出、環境への悪影響などの課題がまだ残されている。 

さらに、浅海域の活用により、気候変動の緩和だけでなく、他の生態系サービス（食料

供給、水質浄化、観光レク、防災減災など）の両得（コベネフィット）も期待できる。た

とえば、マングローブや海草藻類の植物体そのものが波や流れの作用を弱めるため、気候

変動によって将来風波の規模や頻度が高まる場においては、これらの植生により海岸侵食

が抑制される。  

2015年の COP21で採択された、2020年以降の新たな法的拘束力を持つ枠組み（パリ協

定）では、各国が温室効果ガスの排出削減に関して約束草案（NDC、Nationally Determined 

Contributions）を掲げ、相互に検証し合う仕組み（プレッジ＆レビュー方式）が基本方針

となっている。現時点で実際に NDCとしてブルーカーボンあるいは浅海域生態系の活用に

ついて具体的に言及している国は果たしてどのくらいあるのか、2016 年に調査が実施され

た。その結果、浅海域あるいはブルーカーボンの活用に言及している国は、緩和効果に対
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して 151カ国中 28カ国（19%）、適応効果に対して 151カ国中 59カ国（39%）であった。

残念なことに、日本はいずれにも言及していなかった。 

諸外国が、予想外に早く浅海域やブルーカーボンを活用して、気候変動の緩和や適応に

取り組んでいる。日本も世界第 6 位の海岸線の長さを活かし、浅海域やブルーカーボンの

活用を一刻も早く気候変動対策の手段として NDCに明記すべきと考える。 

 


